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別紙様式１

国立大学法人宇都宮大学の中期計画新旧対照表

平成１９年３月３０日認可

現 行 変 更 案 変更理由

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

３ その他の目標を達成するための措置 ３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 （１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 オプティクス教育

① 教育研究における社会との連携等に関する具体的措置 ① 教育研究における社会との連携等に関する具体的措置 研究センターの開

○ 産学官連携プロジェクトを効果的に推進するため、地域共同研究セン ○ （略） 設に向けて検討を

ターをはじめとする関係部局の機能を拡充強化する。 行っているため。

○ 近隣の各種教育研究機関や企業等と連携した研究プロジェクトを推進 ○ （略）

するため、地域の研究ネットワークを構築する。

○ 学内共同利用施設の社会開放を拡大する。 ○ （略）

○ サテライト授業や教育訓練給付制度を活用して、社会人に対する大学 ○ （略）

院教育の機会を拡充する。

○ 公開講座等の内容を受講者のニーズに即して充実させるとともに、高 ○ （略）

齢者や身体障害者など受講者の事情に配慮した受講環境を整備する。

○ 栃木県高等教育連絡協議会の世話大学として、単位互換・共同研究・ ○ （略）

コンソーシアムの形成を推進する。

○ 地域の他大学と連携して免許や資格取得のための公開講座を拡充す ○ （略）

る。

○ 平成１５年２月に新設された「高大教育連携協議会」を核にして、県 ○ （略）

内の高等学校との教育連携を強化する。

○ 「とちぎ大学連携サテライトオフィス」を拠点として、栃木県産業振 ○ （略）

興センターとの協力体制を強化し、産学官連携及び県内大学間の研究

教育活動の連携を推進する。

〇 光学技術を維持し、強化するため、光学技術者育成と光学研究を担う

教育研究拠点として、民間企業と連携して本学にオプティクス教育研

究センターを開設する。

宇都宮大学－１
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現 行 変 更 案 変更理由

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置 １ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

○ 教育内容・方法の改善、学術研究の進展等にともなって必要とされる ○ （略） 長期借入金を活用

スペースの確保に努めるとともに教育研究の一層の高度化を図るため した学生寮整備の

に、施設設備の有効活用を図る一方で、教育研究にも配慮した施設設 ため。

備の整備充実に努める。

○ 体系的に収集された学術標本を、実証的教育・研究に活用するととも ○ （略）

に、地域社会への多面的学術情報として提供するために施設の整備充

実に努める。

○ 卓越した研究組織としての様々なタイプにも柔軟に対応できる、フレ ○ （略）

キシブルなスペースと快適性や安全性に配慮したレベルの高い実験室

等の確保に努める。

○ 国際的に開かれた教育・研究体制に対応し、また地域の国際交流の支 ○ （略）

援拠点として各種のプロジェクトに配慮した施設の整備に努める。

○ 知的創造活動の交流拠点として、施設の充実とその開放、及びバリア ○ （略）

フリー環境整備の推進に努める。

○ 快適な学生生活を送るために、キャンパスにおける様々な活動を支援 ○ （略）

する各種施設（課外活動施設、保健関連施設、居住施設、屋外環境施

設等）の施設設備の充実に努める。

○ 長期借入金による整備等、新たな整備手法による整備に努める。

○ 学生の視点に立った教育研究環境の適切な維持及び整備充実に努め ○ （略）

る。

○ 国・地方自治体との連携、寄附及び ( 等に ○ （略）PFI Private Finance Initiative)
よる施設整備の推進に努める。

○ 屋外環境の維持・管理に関する保全計画を策定し、教職員・学生が連 ○ （略）

携してキャンパスの美観維持に努める。また、キャンパスの整備にお

いては周辺地域の環境と共生を図る。

○ 全学的な教育研究スペースの整備状況及び利用状況に関する点検・評 ○ （略）

価の結果を踏まえ、スペース配分方法の見直しを行い、教育研究の流

動化に対応した全学共同利用スペースの確保に努め、既存施設の有効

活用を図る。

○ 適切な維持管理と予防的修繕を行うための調査及び修繕計画を策定 ○ （略）

し、既存施設の長期使用と活性化を図る。

宇都宮大学－２
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現 行 変 更 案 変更理由

○ 昭和５６年以前建設の建物のうち、必要とされる建物の耐震診断及び ○ （略）

その結果に基づく耐震補強の実施計画を策定する。

○ 既存施設設備の利用実態や将来需要を踏まえ、環境に配慮した適切な ○ （略）

エネルギー供給計画を策定し、省エネルギー及びランニングコストの

縮減に努める。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 県道２２号(大沢

〇 重要な財産を譲渡する計画 〇 重要な財産を譲渡する計画 ・宇都宮線)の歩

・農学部附属演習林（船生演習林）の土地の一部（栃木県塩谷郡塩谷 ・農学部附属演習林（船生演習林）の土地の一部（栃木県塩谷郡塩谷 道拡幅に伴い、本

町大字船生７５５６ ５,３４５㎡）を公共目的に資するため譲渡 町大字船生７５５６ ５,３４５㎡）を公共目的に資するため譲渡 学教育学部附属特

する。 する。 別支援学校の土地

・教育学部附属特別支援学校の土地の一部（栃木県宇都宮市若草２丁 の一部を栃木県に

目２５８８の１５ １９.３９㎡）を公共目的に資するため譲渡す 譲渡するため。

る。

Ⅹ その他 Ⅹ その他 長期借入金を活用

３ 中期目標期間を超える債務負担 ３ 中期目標期間を超える債務負担 した学生寮整備の

（長期借入金） （長期借入金） ため。

計画の予定なし。 学生寮整備事業

（単位：百万円）

年度 中期目標 次期以降 総 債 務
H 1 6 H 1 7 H 1 8 H 1 9 H 2 0 H 2 1

区分 期 間 計 償 還 額 償 還 額

学生寮(雷鳴寮)

整備事業 6 6 12 114 126

長期借入金償還

金

宇都宮大学－３
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現 行 変 更 案 変更理由

別表 別表

学生収容定員 学生収容定員

宇都宮大学大学院

国際学部 ４２０人 国際学部 ４２０人 国際学研究科国際

教育学部 ８４０人(うち教員養成課程 ６００人) 教育学部 ８４０人(うち教員養成課程 ６００人) 学研究専攻博士後

工学部 １，６００人 工学部 １，６００人 期課程を設置する

農学部 ９００人 農学部 ９００人 ため。

平成１９年度 国際学研究科 ６０人 平成１９年度 国際学研究科 ６３人(うち博士前期課程 ６０人)

博士後期課程 ３人)(

教育学研究科 １４０人 教育学研究科 １４０人

工学研究科 ４８２人(うち博士前期課程 ３７４人) 工学研究科 ４７９人(うち博士前期課程 ３７４人)

博士後期課程 １０８人) 博士後期課程 １０５人)( (

農学研究科 １４２人 農学研究科 １４２人

国際学部 ４２０人 国際学部 ４２０人

教育学部 ８４０人(うち教員養成課程 ６００人) 教育学部 ８４０人(うち教員養成課程 ６００人)

工学部 １，６００人 工学部 １，６００人

農学部 ９００人 農学部 ９００人

平成２０年度 国際学研究科 ６０人 平成２０年度 国際学研究科 ６６人(うち博士前期課程 ６０人)

博士後期課程 ６人)(

教育学研究科 １４０人 教育学研究科 １４０人

工学研究科 ４８２人(うち博士前期課程 ３７４人) 工学研究科 ４７６人(うち博士前期課程 ３７４人)

( 博士後期課程 １０８人) ( 博士後期課程 １０２人)

農学研究科 １４２人 農学研究科 １４２人

国際学部 ４２０人 国際学部 ４２０人

教育学部 ８４０人(うち教員養成課程 ６００人) 教育学部 ８４０人(うち教員養成課程 ６００人)

工学部 １，６００人 工学部 １，６００人

農学部 ９００人 農学部 ９００人

平成２１年度 国際学研究科 ６０人 平成２１年度 国際学研究科 ６９人(うち博士前期課程 ６０人)

博士後期課程 ９人)(

教育学研究科 １４０人 教育学研究科 １４０人

工学研究科 ４８２人(うち博士前期課程 ３７４人) 工学研究科 ４７３人(うち博士前期課程 ３７４人)

( 博士後期課程 １０８人) ( 博士後期課程 ９９人)

農学研究科 １４２人 農学研究科 １４２人

宇都宮大学－４


